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コンパクトシティの推進に向けた取組について

国土交通省都市局都市計画課
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コンパクトシティ・プラス・ネットワークのねらい

○医療・福祉・商業等の生活
サービスの維持が困難に

○公共交通ネットワークの縮小・
サービス水準の低下

■ 地域経済の衰退

■ 都市の生活を支える機能の低下

○地域の産業の停滞、企業の撤退

○中心市街地の衰退、
低未利用地や空き店舗の増加

○社会保障費の増加

○インフラの老朽化への対応

■ 厳しい財政状況

都市が抱える課題 コンパクトシティ化による主な効果

生活利便性の維持・向上等
○生活サービス機能の維持

○生活サービス施設へのアクセス確保など
利用環境の向上

○高齢者の社会参画

地域経済の活性化

○サービス産業（医療・福祉・商業等）の
生産性向上

行政コストの削減等
○インフラの維持管理の合理化

○行政サービスの効率化

○地価の維持・固定資産税収の確保

○健康増進による社会保障費の抑制

地球環境への負荷の低減

コンパクトシティ
生活サービス機能と居住を
集約・誘導し、人口を集積

まちづくりと連携した公共交通
ネットワークの再構築

＋
ネットワーク

○エネルギーの効率的利用

○ＣＯ２排出量の削減

中心拠点や生活拠点が
利便性の高い公共交通で結ばれ

た
多極ネットワーク型コンパクトシティ

高齢者や子育て世代が安心・快適に
生活できる都市環境

ビジネス環境の維持・向上により
地域の「稼ぐ力」に寄与

財政面でも持続可能な都市経営

低炭素型の都市構造の実現

○ 人口減少・高齢者の増加

○ 拡散した市街地

都市を取り巻く状況
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◆区域外の居住の緩やかなコントロール
○一定規模以上の区域外での住宅開発について、
届出、市町村による働きかけ

コンパクトシティ・プラス・ネットワークのための計画制度

○平成26年に改正した都市再生特別措置法及び地域公共交通活性化再生法に基づき、都市全体の構造を見渡しながら、
居住機能や医療・福祉・商業等の都市機能の誘導と、それと連携した持続可能な地域公共交通ネットワークの形成を推進。

○必要な機能の誘導・集約に向けた市町村の取組を推進するため、計画の作成・実施を予算措置等で支援。

立地適正化計画 （市町村が作成）
【改正都市再生特別措置法】（平成26年8月1日施行）

◆区域外の都市機能立地の緩やかなコントロール
○誘導したい機能の区域外での立地について
届出、市町村による働きかけ

◆区域内における居住環境の向上
○住宅事業者による都市計画等の提案制度

居住誘導区域
居住を誘導し人口密度を維持する
エリアを設定

公共交通沿線への
居住の誘導

都市機能誘導区域
生活サービスを誘導するエリアと
当該エリアに誘導する施設を設定

◆都市機能（福祉・医療・商業等）の立地促進
○誘導施設への税財政・金融上の支援
○福祉・医療施設等の建替等のための容積率の緩和
○公的不動産・低未利用地の有効活用

◆歩いて暮らせるまちづくり
○歩行空間の整備支援

地域公共交通網形成計画
【改正地域公共交通活性化再生法】

（平成26年11月20日施行）

○地方公共団体が中心となり作成

○まちづくりとの連携

○地域全体を見渡した

面的な公共交通ネットワークの再構築

国土交通大臣の認定

関係法令の特例・予算支援の充実

地域公共交通再編実施計画
（地方公共団体が

事業者等の同意の下作成）

拠点間を結ぶ
交通サービスを充実

乗換拠点
の整備

Ｚ

拠点エリアへの
医療、福祉等の
都市機能の誘導

歩行空間や自転車
利用環境の整備

拠点エリアにおける循環型の
公共交通ネットワークの形成

コミュニティバス等による
フィーダー（支線）輸送

デマンド型
乗合タクシー等の導入

立地適正化計画

連携

好循環を実現

多極ネットワーク型
コンパクトシティ

地域公共交通
再編実施計画

→加えて、地域公共交通ネットワークの再構築を図る
事業への出資等の制度を創設するための地域公共交通
活性化再生法等の一部改正法が平成２７年５月に成立
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立地適正化計画の作成に取り組む都市

○１９８市町村が立地適正化計画の作成について具体的な取組を行っている （平成２７年７月末時点）

合計 １９８都市

都道府県 市町村 都道府県 市町村 都道府県 市町村 都道府県 市町村 都道府県 市町村 都道府県 市町村

札幌市 川越市 小浜市 小牧市 西宮市 萩市

釧路市 本庄市 大野市 東海市 西脇市 周南市

青森市 ○ 春日部市 鯖江市 津市 ○ 朝来市 高松市

弘前市 ○ 戸田市 あわら市 伊勢市 たつの市 丸亀市

八戸市 ○ 志木市 越前市 桑名市 大和高田市 松山市

むつ市 坂戸市 越前町 名張市 ○ 大和郡山市 宇和島市

花巻市 鳩山町 高浜町 亀山市 ○ 天理市 八幡浜市

北上市 寄居町 長野市 ○ 伊賀市 五條市 新居浜市

宮城県 大崎市 佐倉市 松本市 彦根市 ○ 葛城市 西条市

秋田県 湯沢市 ○ 柏市 上田市 草津市 宇陀市 大洲市

山形県 鶴岡市 市原市 小諸市 ○ 守山市 川西町 伊予市

福島市 ○ 流山市 駒ヶ根市 栗東市 ○ 田原本町 四国中央市

郡山市 相模原市 佐久市 ○ 野洲市 王寺町 高知市

二本松市 小田原市 千曲市 湖南市 和歌山市 南国市

国見町 大和市 安曇野市 東近江市 海南市 土佐市

猪苗代町 新潟市 岐阜市 舞鶴市 有田市 須崎市

矢吹町 長岡市 関市 長岡京市 新宮市 北九州市

新地町 三条市 静岡市 ○ 南丹市 鳥取県 鳥取市 久留米市

水戸市 ○ 新発田市 浜松市 高槻市 大田市 直方市

土浦市 小千谷市 沼津市 守口市 ○ 江津市 飯塚市

高萩市 見附市 三島市 ○ 枚方市 岡山市 行橋市

牛久市 五泉市 富士市 茨木市 倉敷市 宗像市

つくば市 ○ 上越市 磐田市 寝屋川市 津山市 小城市

宇都宮市 ○ 魚沼市 掛川市 河内長野市 高梁市 嬉野市

栃木市 胎内市 藤枝市 大東市 広島市 長崎市

日光市 富山市 袋井市 箕面市 竹原市 大村市

那須塩原市 氷見市 伊豆の国市 ○ 門真市 三原市 熊本市

下野市 小矢部市 牧之原市 高石市 ○ 福山市 荒尾市

前橋市 ○ 入善町 長泉町 東大阪市 府中市 菊池市

高崎市 金沢市 名古屋市 豊能町 庄原市 天草市

館林市 小松市 豊橋市 神戸市 大竹市 大分県 杵築市

明和町 輪島市 岡崎市 姫路市 宇部市 宮崎県 都城市

邑楽町 福井県 福井市 春日井市 尼崎市 山口市 鹿児島県 鹿児島市

愛知県

兵庫県

奈良県

和歌山県

島根県

岡山県

広島県

山口県

福井県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

石川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

熊本県

長崎県
栃木県

群馬県

茨城県

神奈川県

新潟県

富山県

北海道
兵庫県

青森県

岩手県

埼玉県

千葉県

福島県

香川県

山口県

5



支援チームの下に、市町村の意見等を踏まえ、下記の3分野に
ついて連携施策ワーキンググループ（連携WG）を設置・開催
・地域公共交通WG （8/6開催）
・医療・福祉・子育てWG （8/5開催）
・公共施設再編WG （7/31開催）

開催実績・
スケジュール
（平成２７年）

○コンパクトシティの推進に当たっては、都市全体の観点から、地域包括ケアシステムの構築や公共施設の再編、中心市街地
活性化等のまちづくりに関わる様々な関係施策との整合性や相乗効果等を考慮しつつ、総合的に検討する必要。

○『まち・ひと・しごと創生総合戦略』（平成26年12月27日閣議決定）を受けて、関係省庁による「コンパクトシティ形成支援チーム」
（事務局：国土交通省）を設置（平成27年3月）

コンパクトシティ形成に向けた取組が一層円滑に進められるよう、関係施策が連携した支援策について検討するなど、
関係省庁をあげて横の連携を強化し、市町村の取組を強力に支援

国土交通省、内閣官房、復興庁、総務省、財務省、金融庁、
文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省

○ 市町村からの相談等のワンストップ対応 ○ 政策現場における課題やニーズの吸い上げ・共有
○ 国の制度・施策へのフィードバック ○ 政策に関する情報発信

関係省庁による「コンパクトシティ形成支援チーム」を設置し、強力な支援体制を構築

都市再生・
中心市街地活性化

医療・福祉

防災
都市農業

住宅
公共施設再編地域公共交通

学校・教育

『まち・ひと・しごと創生総合戦略』（平成26年12月27日閣議決定）

コンパクトシティの形成

◆３月１９日 第１回 コンパクトシティ形成支援チーム会議（設置）

◆４月１０日 第２回 コンパクトシティ形成支援チーム会議
○地方公共団体向けの説明会を開催し、関係省庁のコンパクトシティ形成に向けた政策を周知（260自治体・426名が参加）

－５月２５日～６月８日 全国１０ブロックで相談会を開催し、関係施策との連携に関する市町村の取組状況、課題、ニーズを把握
－

◆７月３日 第３回 コンパクトシティ形成支援チーム会議
○相談会で把握した関係施策に対する市町村の意見等について関係省庁で共有

◆９月１６日 第４回 コンパクトシティ形成支援チーム会議
○市町村に対する支援策について、検討状況や今後の取組等を報告・とりまとめ

（※407自治体が参加）

コンパクトシティ形成支援チーム

子育て
広域連携
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コンパクトシティの推進に向けた今後の施策の方向性

“横串”の視点で施策間連携を推進

具体的な効果・事例を目に見える形で提示

○都市・まちづくり政策は、医療・福祉、中心市街地活性化、公共施設再編などの多岐に亘る行政分野と密に関連

コンパクトシティを推進する上での問題意識

施策の方向性

「コンパクトシティ形成支援チーム」の枠組を通じて、市町村のコンパクトシティの
形成に向けた取組がまちづくりに関わる様々な関係施策との連携による総合的
な取組として進められるよう、関係省庁が連携して支援

目指す都市像や目標値が明確で、コンパクトシティによる効果の発揮が期待される、
他の市町村の参考となり得る成功事例の形成や取組のノウハウの収集・蓄積等

限られた資源の集中的・効率的な利用やコンパクトシティ化による効果の一層の発現を図るため、
こうした関係施策とコンパクトシティ施策とを整合的に進めることが有効

○一方、市町村のまちづくりの現場では、個々の施策が縦割りで行われる傾向

・関係施策を所管する部局のまちづくりに対する問題意識の欠如
・連携によるメリットが共有されていない 等

横展開し、コンパクトシティの取組の裾野を拡大

【市町村からの意見】

・「コンパクトシティの効果が
わかりにくい」

・「関係施策との連携の
イメージがつきにくい」
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公共交通ネットワークの再構築に向けた支援
～ 平成２８年度予算概算決定等について ～

国土交通省総合政策局公共交通政策部
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＜支援の内容＞
○ 地域公共交通網形成計画等の策定に係る調査

＜支援の内容＞
○ 国の認定を受けた地域公共交通再編実施計画
に基づく事業の実施

・地方路線バスの利便性向上、運行効率化等
の
ためのバス路線の再編やデマンド型等の多様
なサービスの導入

・ＬＲＴ・ＢＲＴの高度化

・地域鉄道の上下分離等

地域公共交通ネットワーク再編の促進
＜支援の内容＞
○ 過疎地域等におけるバス、デマンドタクシーの運行

○ バス車両の更新等

○ 離島航路・航空路の運航

地域の特性に応じた生活交通の確保維持

＜支援の内容＞
○ 鉄道駅におけるホームドア、内方線付点状ブロック、
多機能トイレ等の整備、ノンステップバスの導入等

○ ＬＲＴ・ＢＲＴの整備

○ 地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等

＜支援の内容＞
○ 被災地の幹線バスの運行 ○ 仮設住宅等を巡る地域内バス等の運行

快適で安全な公共交通の構築

【東日本大震災対応】 被災地のバス交通等に対する柔軟な支援

地域公共交通ネットワーク形成に向けた計画策定の後押し

地域公共交通確保維持改善事業

地
域
公
共
交
通
再
編
実
施
計
画
を
実
施
す
る
際
に
は
、

ま
ち
づ
く
り
支
援
と
も
連
携
し
、
支
援
内
容
を
充
実

地域公共交通網
形成計画

コンパクト＋ネットワークの実現にとって不可欠な地域公共交通ネット
ワークの再構築に向けた取組を支援 平成28年度予算額 229億円 （対前年度比0.79）

※H27補正を含め 278億円 （対前年度比0.96）

平成28年度予算額 15億円
（東日本大震災復興特別会計：復興庁一括計上

分）

※駅のｴﾚﾍﾞｰﾀｰ整備や交通系ICｶｰﾄﾞの導入など観光振興にも資する二次交通の利用環境改善は、訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（観光庁予算 80億円の内数）
において、地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等の一部は、鉄道施設総合安全対策事業（鉄道局予算 36億円の内数）において、それぞれ引き続き支援。

○ 地域公共交通再編実施計画の
策定に係る調査

地域公共交通再
編

実施計画

国の認定
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Ｄ

幹線系統補助
・運行費
・車両購入費（乗車
定員１１人以上）

現 状 再編後

需要規模が小さい地方部のバス路線について、ミニバンやセダンといった車両へのダウンサイジングと合わせて
増便や定時性の向上などのサービス改善やデマンド交通への転換を行う取組等に対して支援を拡充し、地域公
共交通ネットワークの効率化・再編を推進

需要規模が小さい地方路線バスの利便性向上と運行効率化の推進

再編（デマンド交通導入）

フィーダー系統補助
・運行費
・車両購入費（乗車
定員１１人以上）

幹線系統補助
・運行費
・車両購入費（乗車
定員１１人以上）

フィーダー系統補助
・運行費
・車両購入費（乗車
定員１１人以上）

フィーダー系統補助
・運行費
・車両購入費（乗車
定員１１人以上）

【地域間幹線系統】
・ゾーンバス化等により、基幹系統と支線系統とに運行系統を分けることで地域間幹線補助系統の要件を満たさなくなる系統
についても補助対象化（複数市町村要件、輸送量要件の除外）
・上記の対象となる系統以外の系統について輸送量要件（15人／日）の緩和（３人／日）
・ゾーンバスの支線系統等の効率的な運行を実現するため、小型車両（乗車定員7～10人）を補助対象化（平成28年度見直し）

【地域内フィーダー系統】
・路線バスからデマンド型運行への転換に関し、小型車両（乗車定員７～１０人）及び予約システムの導入を支援。
・地域の実情に応じた効率的な運行を実現するため、セダン型車両（乗車定員６人以下）を補助対象化（平成28年度見直し）

※「ゾーンバス化」：運行地域のバス交通の拠点となる乗継ポイントを設定し、乗継ポイントを起点に中心部までの路線を「基幹系統」、乗継ポイントから周辺地域への路線を「支線系統」に役割分担すること。

＜再編特例＞
・デマンド型運行に用いる小
型車両（乗車定員７～１０
人）・セダン型車両（乗車定
員６人以下）の補助対象
化・購入時一括補助化、
予約システムの導入の補
助対象化

・車両の購入時一括補助化

＜再編特例＞
・複数市町村要件、輸送量
要件の適用除外又は緩和
・小型車両（乗車定員７～１０
人）の補助対象化

・車両の購入時一括補助化

再編（ゾーンバス化）

【共通】
・バス会社の資金
繰りや金融費用
削減のため、
車両の購入時
一括補助化
（平成28年度
見直し）
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■ 補助対象設備 ： 法面固定、落石等防護設備、防風設備、電路設備 等

■ 補助率 ： 国 １／３ または １／２■ 補助対象事業者 ： 鉄軌道事業者

平成27年度補正予算の概要（地域公共交通確保維持改善事業）

○ 鉄道軌道安全輸送設備等整備事業：安全な鉄道輸送を確保するために地域鉄道
事業者が行う軌道改良や防護施設等の整備等を支援。

軌道改良法面固定 落石等防護設備

〇本年9月の関東・東北豪雨により、土砂崩れによる線路の閉鎖、線路の流出などの被害が発生し、列車の運

休を余儀なくされた。類似の被害が発生するおそれのある設備について、災害時の被害を最小限にするため
防災・減災対策を緊急的に講じる必要があることから、予算の不足を生じたもの。

（H27.9 小湊鐵道） （H27.9 関東鉄道）

平成27年度補正予算額
49億円

緊急対応

エレベーター スロープ

〇本年9月の関東・東北豪雨や各地で相次ぐゲリラ豪雨、鹿児島県の桜島噴火など自然災害が頻発している。

こうした災害時に迅速な防災行動をとりにくい高齢者等の避難・移動手段を確保するため、鉄道駅、旅客船
ターミナル及び避難輸送にも利用できる車両のバリアフリー化を喫緊に行う必要があることから、予算の不
足を生じたもの。

■ 補助対象事業者 ： 交通事業者等

■ 補助率 ： 国 １／３等

○ バリアフリー化設備等整備事業：災害時における高齢者や障害者などの要配慮者の避難・移動手段を確保
し、被害を最小限に留めるため、旅客施設・車両のバリアフリー化を支援。

ノンステップバス
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国土交通省における

「小さな拠点」等に関する取組について

12

国土交通省 国土政策局 地方振興課



○フォーラムや交流会の開催等（新規）
「小さな拠点」に関する取組の裾野を広げるため、フォーラムや交流会を開催し考え方の一層の普及を図るとともに、
同様な課題を抱える地域間相互の連携を強め、人と情報の「対流」による学び合いの枠組みを構築する。

人口減少・高齢化が進む中山間地域等において、基幹集落に複数の生活サービスや地域活動の場を集め、周辺集落
とネットワークで結ぶ「小さな拠点」の形成を推進する。「小さな拠点」は、地域外の人が利用する施設を組み入れること
により、「対流拠点」となることが期待される。
このため、既存公共施設を活用した施設の再編・集約等に対して、引き続き支援するとともに、新たにフォーラムや交
流会の開催を通じて一層の普及啓発を図り、地域の取組の深化を推進する。

「小さな拠点」とは：小学校区等複数の集落を包含する地域において、生
活サービス機能や地域活動の拠点を歩いて動ける範囲に集め利便性を
高めるとともに、周辺集落とコミュニティバス等の交通ネットワークでつなぐ
など、人やモノ、サービスの循環を図ることで、生活を支える新しい地域運
営の仕組みをつくろうとする取組。「小さな拠点」は、地域外の人が利用す
る施設を組み入れることにより、「対流拠点」となることが期待される。

○補助制度の概要

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業

（集落活性化推進事業費補助金）

●対象地域：過疎、山村等の条件不利地域

●実施主体：市町村

●対象事業

施設の再編・集約等（補助率１／２以内）

既存公共施設を活用した施設の再編・集約に係

る改修費等に対して支援

※本事業の支援対象はハード事業に限定。「小さな拠点」に関わる総
務省事業（過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業）とも連携し、
内閣府の下で相談窓口の一元化等を行いつつ、地域の取組を支援。

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業

H28予算案：238百万円

H28予算案：4百万円
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【改修後の施設内容（予定）】
１階：診療所、薬局、郵便局、

ＪＡ直売所（商店機能） 等
２階：市総合支所、歯科診療所 等
３階：公民館機能（会議室、図書室、

調理室）、ＮＰＯ法人事務室 等
体育館地下：消防分署

【事業期間（平成26～27年度）】

•高齢化が進む山間部の地域で、既存施設を活用して、行政、買物、医療等の日常生活サービス機能を集約。

•住民有志により設立したＮＰＯ法人が、有償旅客運送による高齢者等の移動サービスや、安否確認、生活相談等の

見守り、農林作業の手伝い等の事業を実施。補助金に頼らないサービス運営に取り組んでいる。

《「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業の活用事例》

こ やだ い らみ ま

既存公共施設（旧中学校）を活用
したサービス拠点の整備

旧木屋平中学校

旧木屋平中学校

国保歯科診療所

こやだいら薬局
（ＮＰＯ運営）

美馬市木屋平総合支所
川合公民館

ＪＡ物産販売所
ＮＰＯ法人こやだいらい
（過疎地有償旅客運送等）

美馬市消防木屋平分署
木屋平老人福祉センター

木屋平駐在所

木屋平郵便局

商店（米）

理髪店

商店

国保木屋平診療所

旅館

地域の概要

googleマップより

googleマップストリートビューより

○拠点形成に向けた検討経過等

H26.4 中学校機能を木屋平小学校に移転

H27.1 検討委員会（第三者委員会）を開催

→ 住民意見を反映しながら計画検討

H27年度施設改修工事の実施

徳島県
美馬市
木屋平地区の位置

・ 地区人口： 715人（402世帯）

高齢化率：58％ 【H２７.７.１ 現在】

・ 市中心部まで約30km

・ 川井､三ツ木､木屋平の3集落

・ 合併(H17)前の中心部（役場

所在地）であった川井集落に､

商店､診療所､郵便局等が立地

（支所等の施設は老朽化）

・ 合併後に設立されたＮＰＯ法

人が、有償旅客運送や高齢者

生活支援、農林業作業支援等

の事業を実施（黒字運営）

拠点周辺の位置図googleマップより

100m

10km

「小さな拠点」の取組事例 （徳島県 美馬市 木屋平地区 ）

旧木屋平中学校体育館

緊急用ヘリポート

Ｈ
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【実践編】「小さな拠点」づくりガイドブック(平成26年度作成）

「小さな拠点」づくりガイドブック掲載ホームページＵＲＬ（“平成24年度版”ガイドブックも掲載）

http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_guidebook.html
15



市町村の地方創生の取組を行うに当たっての相談に対し、国土交通省の地方部局
（地方整備局及び地方運輸局）において一元的に対応。

コンパクトシティ 「小さな拠点」の形成

公共交通
ﾈｯﾄﾜｰｸ整備

「道の駅」
道路ﾈｯﾄﾜｰｸ

物流ﾈｯﾄﾜｰｸ
整備

整備局
建政部

地方創生に取り組む市町村

国土交通省関連施策について、横断的に対応。他省庁の施策にまたがる取組等に係る
相談についても、その相談内容に応じて、関連施策を担当している部局や関係機関へ
の橋渡し、支援メニューをご紹介。

地方創生萬相談窓口

ネットワーク

運輸局
交通政策部

＋

整備局 建政部

整備局
道路部

運輸局
交通政策部

運輸局
交通政策部

各地方整備局企画部、各地方運輸局交通政策部等

よろず

国土交通省における市町村からのまち・ひと・しごと創生相談体制
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【二地域居住等の推進に向けた先進事例構築推進調査】

○ 二地域居住等の推進に向けた先進事例の構築
・ 行政やＮＰＯ、民間会社等、多様な主体で構成される協議会等が実
施する二地域居住等の推進に向けた先導的な取組を支援しノウハウ

を蓄積（モニター調査） →今後、対象地域を募集予定

○ 成果等の整理・分析、普及啓発、具体的施策の検討
・ 成果等を整理・分析し普及啓発することにより、二地域居住等の推
進に向けた機運を醸成
・ 空き家活用と二地域居住等がパッケージとなった取組の効果的な
実施方法やスキルを持った都市部の高齢者が地方で活躍できる環境
整備を通じた二地域居住等の推進方策等について検討

国土形成計画（全国計画）において位置付けられた「対流促進型国土」の形成を図るため、複数の生活拠点を持ちながら複数

の地域とかかわりを持つ二地域居住、二地域生活・就労という新たなライフスタイルの実現を推進していく。

このため、二地域居住等の推進に係る先導的な取組をモデル的に支援し、その成果等を普及啓発するとともに、都市部の高齢

者が地方で活躍できる環境整備など「対流」が生み出すイノベーションの創出に向けた施策について調査検討を行う。

二地域居住等の推進に向けた先進事例構築推進調査

都市住民が農山漁村などにも同時に生活拠点を持つ「二地域居住」や、生活・就労という形でより積
極的に複数の地域に関わりを持つ「二地域生活・就労」は、多様なライフスタイルの実現や地方移住等の
観点から重要であるが、費用負担等の課題が存在するため、実際にはそれほど普及していない。

■二地域居住が実践できない理由

移動費が高い

適当な宿泊施設が見つからない

家族の理解が得られない

その他

地域の慣習や人のしがらみが気になる

現地で活動するための施設・メニュー不足

休暇が取りにくい

宿泊施設等の滞在費が高い

地域活動の情報の取得方法が分からない

まち・ひと・しごと創生総合戦略（H26.12閣議決定）
基本目標② 地方への新しいひとの流れをつくる
○地方居住の本格推進（「お試し居住」を含む「二
地域居住」の本格支援、住み替え支援）

（2020年ＫＰＩ）
「お試し居住」推進等に取り組む市町村の数を倍増
※H26.11現在で約23％の市町村で実施

周知イベント 移住体験ツアー お試し居住住宅割引ﾌﾟﾗﾝの企画ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口

○若い世代の田園回帰の流れを加速
○高齢者の元気なうちの田舎暮らしの実現
○地域の産業を継承する人材や専門知識を活かして
地域の経済活動等に貢献する人材の確保 等

地方への新しいひとの
流れの創出

二地域居住、二地域
生活・就労等の推進

「対流」の発生による
イノベーション創出

地方部

都市部

二地域居住
のイメージ

本
格
的
な
二
地
域
居
住
等
に
繋
げ
る
た
め
の
潜
在
的
な
需
要
を
喚
起

【現状の課題】

H28予算案：9,351千円

出典：二地域居住等支援のための総合情報プラットフォーム整備等検討調査（H20）
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まち・ひと・しごと創生総合戦略における重要業績評価指標（お試し居住）について

○まち・ひと・しごと創生総合戦略（H27.12.24閣議決定）（抜粋）

Ⅲ．今後の施策の方向

３．政策パッケージ

（２）地方への新しいひとの流れをつくる

（ウ）地方移住の推進

◎ (2)-(ウ)-② 地方居住の本格推進（都市農村交流、「お試し居
住」を含む「二地域居住」の本格推進、住み替え支援）

【主な重要業績評価指標】
■「お試し居住」に取り組む市町村の数を倍増（2014年比）
（2014年23％、2015年27％の市町村で実施）

○ 当該重要業績評価指標に係る市町村の取組状況については、国土交通省
においてフォローアップしており、その調査結果を省のホームページで公開
している。 →【別紙１、２】
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地域の持続可能な
物流ネットワークの構築について

21

国土交通省 物流審議官部門物流政策課企画室



地域の持続可能な物流ネットワークの構築

少子高齢化等を背景として過疎化が進みつつある地域では物流の効率が低下する一方、車を運転しない者の増加
に伴い日用品の宅配などの生活支援サービス等のニーズは高まっている。

過疎地等における事業者とＮＰＯ等の協働による宅配サービスの維持・改善や買物弱者支援等にも役立つ新たな輸
送システムを、自治体と連携しつつ構築するため、モデル事業を実施し、オペレーション上の課題や対応策等について
検討を行う。

【具体的な輸送スキーム例】

【主な検討項目】

・地域での意見集約における課題

・ＮＰＯに求められる能力（輸送能力、荷扱い等の品質、賠償能力等）

・物流事業者、ＮＰＯ、荷主、自治体等の関係者の役割分担のあり方

【これまでの取組み】

・平成２６年１０月より、学識経験者、物流事業者、地方自治体、ＮＰＯ等
からなる「地域を支える持続可能な物流システムのあり方に関する検討
会」を開催 （平成２６年１０月、１２月、平成２７年２月、３月の計４回開
催。）。３月３１日（火）に報告書を発表済み。
・平成２７年度予算において、モデル事業を実施。（４１百万円の内数）

宅配会社

宅配会社

宅配各社が中心部の配送拠点から遠
方の集落に少量の荷物をバラバラに配
送するため、効率が良くない。

SUPER MARKET

貨客混載

・買物支援
・高齢者の見守り
・直売所等への農産物の出荷代行

など

集落の
中心拠点

貨物輸送の
「共同化」

周辺集落（「小さな拠点」等）

生活支援
サービスとの
「複合化」

過疎地等

共同集配

宅配会社

宅配会社

商店（買物支援）
お困りごと

B社

A社

C社

宅配会社

宅配会社

A社

B社

C社

共同集配、貨客混載、他サービスとの複合化等により輸送を効率化



モデル事業の対象地域

【地域名】
広島県神石郡神石高原町来見地区

【モデル事業名】
小さな拠点「道の駅さんわ182ステーション」を
活用した「人」、「モノ」、「金」のトータルロジス
ティックス構築事業

【地域名】
宮崎県児湯郡西米良村

【モデル事業名】

中山間集落のひと・もの輸送システム構築事
業 －「カリコボーズのホイホイ便」プロジェク
ト－

【地域名】
東京都多摩市（多摩ニュータウン 諏訪・永
山・貝取・豊ヶ丘エリア）

【モデル事業名】
首都圏郊外部における包括的生活支援サー
ビス提供事業

【地域名】
静岡県静岡市玉川地区

【モデル事業名】
“きこり”と“花屋”で切り拓く里山の未来

【地域名】
高知県土佐郡大川村

【モデル事業名】

大川村・高齢者の暮らしを支える物流ネット
ワーク構築モデル事業

モデル事業対象地域

県庁所在地

○平成２７年５月２２日（金）～６月２６日（金）にモデル事業対象地域を募集し、同年７月３１日に以下の５地域を
選定・公表した。

○今後、選定地域において協議会の設立や試験的な運行の実施等により、提案された事業について地域関係者及び国土
交通省で検討を深め、１２月頃までの検討状況を年度内に整理する。
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宮崎県児湯郡西米良村における取組

○宮崎県児湯郡西米良村小川地区は、人口：93人、世帯数：63世帯（平成25年3月）、高齢化率：約65％の集落。

○地区内には商店、郵便ポストが１つずつあるが、諸サービスを利用するには村中心部（村所地区）や近隣都市に行く必要がある。

○村営バスが運行しているが、利用者数は頭打ちとなっている。また、出入りする輸送サービスは、人流、福祉系サービス流、物
流で計20主体あり、多様な輸送サービスの混在による効率の低下が課題となっている。

○このため、地域住民によるバスを活用した貨客混載や共同集配等による持続可能な物流ネットワークの構築に取り組んでいる。

輸送スキーム西米良村の位置

村営バスの路線図

※西米良村提供資料より国土交通省物流政策課作成

効果

○貨客混載等により、これまで物流サービスに必要とされていた車両・人員を削減し、買物
支援・見守りサービス等に振り向けることができるようになった。

○飲食・物販サービスを提供している拠点への土産品を自前ではなく、貨客混載バスでこま
めに出荷できるようになり、欠品等が少なくなった。

○これまでは新聞が午後にしか届かなかったが、午前中に届くようになった。 また、連休中に
届かなかったが、届くようになった。
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PPP/PFI手法の開発・普及等を図る
地域プラットフォームについて

国土交通省総合政策局官民連携政策課
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PPP/PFI手法の開発・普及等を図る地域プラットフォームの紹介

地域プラットフォームを活用した
ノウハウの共有・横展開の促進

○地方公共団体及び民間事業者におけるノウハウ・情報の不足及び官民間での対話・提案の場の不足等の現状を踏ま
えて、PPP/PFIに関する情報・ノウハウの共有・習得、関係者間の連携強化、具体的な案件形成を図るための産官学
金の協議の場（地域プラットフォーム）を全国８ブロックごとに形成することとし、今年度より取り組む。
○地域の課題解決に向け、歳出抑制・地域活性化など経済効果や社会的必要性の高い案件を重点的に掘り起
こし。地域プラットフォームにおいて、優良事例のノウハウ共有、案件形成に向けた経済効果の試算を示すなど自治体
へのインセンティブ付与を通じて横展開を促進。

○地域プラットフォームにおいては、コンパクトシティへの取組等のまちづくり・地域づくりへの展開にも活用。

＜PPP/PFIの推進事例＞

地域課題の把握
地方

公共団体

専門家（コンサ
ルタント、会計
士、弁護士等）

大学等金融機関

民間事業者

地域
プラットフォーム
（イメージ）

地方ブロックごとに20万人以上
の自治体、大学、民間事業者、
地銀等で構成するコアメンバー
会議を設置

効果の把握・検証

事業実施

課題解決に向けた
案件の掘り起こし
優良事例の共有
経済効果の試算

優良事例の抽出
お問合せ： 国土交通省 総合政策局 官民連携政策課 03-5253-8981
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クルーズ振興などを通じた
地域の活性化

国土交通省港湾局産業港湾課
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○近年、特に外国船社が運航するクルーズ船の寄港回数が増加しており、2015年は約５割増の970回程度となる見込み。

○我が国は「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」に基づき、2020年にクルーズ船で入国する外国人旅客数
100万人（クルーズ100万人時代）を目指し取組を進めてきたが、これを５年前倒して実現したところ。

○2015年にクルーズ船が寄港した港湾の数は、全国で104港に及ぶ（精査中）。
※クルーズ：レジャーを目的とした船旅で宿泊を伴うもの

クルーズ船の寄港動向

クルーズ船の寄港する港湾（2015年）

出典：港湾管理者への聞き取りを基に国土交通省港湾局作成

青方（中通島）

小浜

横浜
神戸

石垣

那覇

東京

長崎

名古屋

広島

鹿児島

大阪

青森

金沢

小樽

境

宮之浦

（屋久島）

函館

鳥羽

高知

別府

沓形（利尻島）

清水

厳島

釧路

仙台塩釜

舞鶴

名瀬

（奄美大島）

室蘭

酒田

伏木富山

四日市

新宮

香深（礼文島）

苫小牧

新潟

萩

徳島小松島

北九州

博多

大船渡

宮古

茨城

館山

敦賀

宇和島

秋田

二見

（佐渡島）

高松

下関

熊本

油津

八戸

神津島

輪島

姫路

浜田

宿毛湾

厳原（対馬）

細島八代

船浮

（西表島）

網走

船川

能代

七尾

八丈島

和歌山下津

今治岩国

水島

尾道糸崎

あしずり

松山

郷ノ浦（壱岐）

佐世保
唐津

西之表

（種子島）

湾

（喜界島）

座間味

平良

（宮古島）

本部

宇野

100回以上

50回以上 ～ 100回未満

30回以上 ～ 50回未満

10回以上 ～ 30回未満

5回以上 ～ 10回未満

5回未満

凡　　例

v

v

留萌

久慈

宮津

田子の浦

v

小木

（佐渡島）
内海

（小豆島）

古仁屋

（奄美大島）

与那国

徳仁

（久高島）

南大東 大湊

伊東
熱海

長浜

本渡
牛深

佐伯

中津

宮崎

島間

（種子島）

二見

（父島）

全国の104の港湾にクルーズ船が寄港（精査中）

我が国港湾へのクルーズ船の寄港回数

出典：港湾管理者への聞き取りを基に国土交通省港湾局作成
2015（見込み）は、2015年11月末時点での見込み。

1,456

808

1,105
1,001

1,204

929876

（年）
（見込み）

クルーズ船による外国人入国者数（概数）

注１） 2014年までは、法務省入国管理局の集計による外国人入国者数で概数（乗員除く）。
2015年は、国土交通省港湾局による推定（乗員除く）。

注２） １回のクルーズで複数の港に寄港するクルーズ船の外国人旅客についても、
（各港で重複して計上するのではなく）１人の入国として計上している。

観光立国実現に向けた
アクション・プログラム（抜粋）
・2020年に「クルーズ100万人時代」を目指す

５年前倒しで実現

2015

（万人）

（年）

（回）

28



「クルーズ１００万人時代」に向けた取組

○「クルーズ100万人時代」の実現を目指し、ソフト・ハード一体となった以下のような取組を推進し
てきたところ。

岸壁や旅客船ターミナルにおける地元物産販売の例

・クルーズふ頭に免税店を臨時出店する際の

手続きを簡素化し、出店を促進。

クルーズ埠頭への臨時の免税店の出店

・クルーズ船社からの問い合わせに、

一元的に「ワンストップ窓口」

（国土交通省港湾局）で対応。

問い合わせ窓口の一元化

・クルーズ船社が寄港に必要とする情報

①港湾施設の諸元

②寄港地を起点とした観光情報

を、ウェブサイトから一元的に発信。

（英語、日本語）

寄港地情報の一元的発信

・貨物埠頭等の既存ストックを活用しつつ、

クルーズ船の受入環境を改善。

クルーズ船の受入環境の改善

人・車両が輻輳

物流利用との
調整が必要

バスの駐車
スペースが不足

：課題

係船柱

防舷材

クルーズ船社に対する寄港促進の取組

港湾における受入向上の取組

商談会等の開催

・全国114の首長等が参加

する「全国クルーズ活性化

会議」と連携して、クルーズ

船社、自治体等が参加す

る商談会を開催。
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商談会等の開催

観光庁の「海外クルーズ船社等招請事業」によるク
ルーズ船社キーパーソンの来日に合わせ、クルーズ
活性化会議会員との商談会を開催

○海外クルーズ船社キーパーソンとの商談会

宮崎県での商談会

■ コスタクルーズ

・日程：2014年12月11日 ・場所：宮崎市内
・参加者：港湾管理者・地方自治体 3港3団体

■ セレブリティ・クルーズ

・日程：2015年1月30日 ・場所：新潟市内
・参加者：港湾管理者・地方自治体 4港5団体

■ プレステージ・クルーズ

・日程：2015年2月20日 ・場所：北九州市内
・参加者：港湾管理者・地方自治体 9港9団体

○全国クルーズ活性化会議の会員（会長：横浜市長）

全国114の港湾管理者や地方自治体の首長で構成 （２０１５年９月２５日現在）

【北海道(13)】 函館市、小樽市、室蘭市、釧路市、網走市、留萌市、
苫小牧港管理組合、稚内市、根室市、礼文町、
利尻町、利尻富士町、広尾町

【東 北(16)】 青森県、青森市、むつ市、岩手県、宮古市、大船渡市、
久慈市、宮城県、石巻市、秋田県、秋田市、能代市、
男鹿市、山形県、酒田市、福島県

【関 東 (7)】 茨城県、大洗町、千葉県、館山市、木更津市、東京都、横浜市

【北 陸(11)】 新潟県、新潟市、佐渡市、富山県、高岡市、射水市、
石川県、金沢市、輪島市、福井県、敦賀市

【中 部 (9)】 岐阜県、静岡県、静岡市、御前崎市、愛知県、名古屋港管理組合、
蒲郡市、三重県、四日市港管理組合

【近 畿(12)】 京都府、舞鶴市、大阪府、大阪市、堺市、兵庫県、神戸市、姫路市、
奈良県、和歌山県、和歌山市、新宮市

【中 国(15)】 鳥取県、鳥取市、境港管理組合、境港市、島根県、松江市、
浜田市、岡山県、玉野市、広島県、広島市、呉市、福山市、
山口県、下関市

【四 国(10)】 徳島県、小松島市、香川県、坂出市、愛媛県、松山市、今治市、
宇和島市、新居浜港務局、高知県

【九 州(17)】 福岡県、北九州市、福岡市、佐賀県、唐津市、伊万里市、
長崎県、佐世保市、熊本県、熊本市、八代市、大分県、
宮崎県、宮崎市、日南市、日向市、鹿児島県

【沖 縄 (4)】 沖縄県、那覇港管理組合、石垣市、宮古島市

オブザーバー 国土交通省港湾局、海事局、観光庁、国土政策局、
日本旅行業協会（JATA）、全国旅行業協会（ANTA）、
日本外航客船協会（JOPA）、日本観光振興協会
日本政府観光局（JNTO） ※２０１２年１１月設立時７９団体

○クルーズ船の寄港促進を図るため、国土交通省港湾局が、観光庁と連携し、海外クルーズ船社と「全国クルーズ活性
化会議」の会員との商談会を2014年から開催。

■ MSCクルーズ

・日程：2015年12月1日 ・場所：静岡市内
・参加者：港湾管理者・地方自治体等 5港5団体

■ カンパニー・デュ・ポナン

・日程：2015年12月3日 ・場所：青森市内
・参加者：港湾管理者・地方自治体等 5港8団体

【2014年度】

【2015年度】

※上記のほか2015年度内に３船社と商談会を開催予定
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○平成２７年４月に「クルーズ埠頭における臨時の免税店届出制度」が創設され、クルーズ船が着岸するふ頭における消費を通じた地域の
活性化も期待されているところ。

○これまで、１９回のクルーズ船の寄港に際し、のべ３３店舗の臨時の免税店が埠頭に出店された（平成２７年１２月末日現在）。

臨時の免税店の出店状況クルーズふ頭への臨時の免税店の出店手続
【制度開始】 平成２７年４月１日

クルーズふ頭において、臨時の免税販売が可能となる

外航クルーズ船

① あらかじめ、免税店を出店しようとする港湾施設について、
税務署長の承認を受ける※

※既に消費税免税店を経営する事業者に限る

※港湾管理者からの「港湾施設使用許可」等の書類を添付する

② 前日までに、免税店を出店することを税務署長に届出

前日までの届出により
免税販売が可能となる

臨時の免税店

５月１８日
伏木富山港

５月１９日
境港

事前承認港湾施設
（あらかじめ承認を受けた港湾施設）

出店日 出店港湾 寄港クルーズ船 品目

5月18日（月） 伏木富山港
ボイジャー・
オブ・ザ・シーズ

土産品（菓子類等）、
電化製品（ドライヤー等）

5月19日（火） 境港
ボイジャー・
オブ・ザ・シーズ

衣料品

5月25日（月） 伏木富山港
ダイヤモンド・
プリンセス

土産品（菓子類等）、
電化製品 （ドライヤー等）

6月17日（水） 大阪港
マリナー・
オブ・ザ・シーズ

電化製品 （炊飯器等）、
化粧品

6月26日（金）
～27日（土）

大阪港 ヘンナ
電化製品 （炊飯器等）、
化粧品

6月29日（月） 油津港 コスタ・ビクトリア
電化製品、化粧品、宝飾品、
菓子類、雑貨等

7月7日（火） 油津港
ボイジャー・
オブ・ザ・シーズ

電化製品、化粧品、宝飾品、
菓子類、雑貨等

7月8日（水） 金沢港 コスタ・ビクトリア
宝飾品、時計、化粧品、着物、
地元伝統工芸品（漆器）等

7月22日（水） 境港
マリナー・
オブ・ザ・シーズ

衣料品、化粧品

7月31日（金） 金沢港
ダイヤモンド・
プリンセス

宝飾品、時計、化粧品、着物、
地元伝統工芸品（漆器）等

8月8日（土）
～9日（日）

大阪港
スカイシー・
ゴールデン・エラ

電化製品 （炊飯器等）、化粧品

8月16日（日） 油津港
クァンタム・
オブ・ザ・シーズ

電化製品、化粧品、宝飾品、
菓子類、雑貨等

8月31日（月） 油津港
ボイジャー・
オブ・ザ・シーズ

電化製品、化粧品、宝飾品、
菓子類、雑貨等

9月10日（木） 舞鶴港
マリナー・
オブ・ザ・シーズ

食品類 （菓子・ﾚﾄﾙﾄｶﾚｰ・お茶等）

9月20日（日） 八代港
クァンタム・
オブ・ザ・シーズ

電化製品、化粧品、宝飾品等

9月22日（火） 横浜港
セレブリティ・
ミレニアム

食品、コスメ

9月25日（金） 油津港
セレブリティ・
ミレニアム

菓子類、雑貨

10月1日（木） 横浜港
サファイア・
プリンセス

食品、コスメ、電化製品

10月26日（月） 清水港
セレブリティ・
ミレニアム

和雑貨、宝飾品

平成２７年１２月末日現在

クルーズ埠頭への臨時の免税店の出店
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登録数
仮登録数

秋田港

八戸港

宮古港

酒田港

久慈港

小名浜港

仙台塩釜港

本荘港

鼠ヶ関港

青森港

鳥取港

由宇港

西郷港

宇野港

蒲刈港

忠海港

枝越港

八幡浜港

北浦港
徳島小松島港

手結港

須崎港 宇多津港あしずり港

尾道糸崎港
（尾道）
（三原）

稚内港

七尾港
魚津港

新潟港
（新潟）
（聖籠）

唐津港

別府港

鹿児島港

久礼港

沼津港

福江港

大分港
津久見港

津松阪港

茨城港
（大洗）

木更津港

館山港

網走港

三田尻中関港

瀬戸田港

伏木富山港

宮津港

敦賀港

宿毛湾港

宇和島港

本部港･水納港

中城湾港

江差港

神戸港

86箇所
4箇所

（平成27年12月17日現在）

輪島港

三河港
名古屋港

広島港
（宇品）
（坂）

香深港

苫小牧港

竹原港

小用港

休屋港

大島港

和田港

牛深港

鳥羽港

室蘭港

函館港
船川港

宇出津港

姫路港

境港

小木港

飯田港

深日港・淡輪港

紋別港

鴛泊港

穴水港

久美浜港

大井川港

両津港

那覇港

大湊港

御前崎港

和歌山下津港奈半利港

相生港

○港湾管理者
○市町村
○NPO団体 ほか

運
営
主
体

○地域住民や観光客が交流できる空間を有していること

○地域住民や観光客に対し地域情報や観光情報を発信する

機能を有していること

○適切な管理運営が行われていること

○イベントの実施等みなとの賑わいを作り出す活動が地域
住民参加の下で継続的に行われていること

登

録

要

件

支

援

内

容

○みなとオアシスのシンボルマークの使用

○国土交通省・地方整備局等のホームページ等による広報

○道路地図への掲載や道路標識の設置の支援

○その他みなとの振興に関する各種支援

・全国規模のイベントの開催

・地方整備局港湾事務所等による協力

・助成金の活用等 ほか

｢みなとオアシス｣の概要

○「みなとオアシス」とは、地域住民の交流や観光の振興を通じた地域の活性化に資する「みなと」を核としたまちづくりを
促進するため、住民参加による地域振興の取り組みが継続的に行われる施設として、港湾管理者等からの申請に基づ
き、国土交通省地方整備局長等が認定・登録したものをいう。

○今後、災害発生時における防災拠点や、外航クルーズ客に多様なサービスを提供する場としても、「みなとオアシス」の
活用を図る。（交通政策基本計画【平成27年2月13日閣議決定】、海洋基本計画【平成25年4月26日閣議決定】）

【みなとオアシスの活用イメージ】

 

地域住民 観光客

交流施設 トイレ

駐車場

緑 地

仮設テント
地域住民の交流
観光振興

ふ 頭旅客施設
（待合所）

クルーズ旅客
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｢みなとオアシス｣を活用した地域の魅力販売促進(愛媛県八幡浜市)

○民間業者が整備･運営している産直･物販･飲食施設を有す
る他､｢みなとオアシス｣として､民間団体により運営。

○海の食材を使った｢港弁｣を独自に開発し普及に取り組む。

自立への道筋

○｢みなとオアシス八幡浜みなっと｣年間来訪者数約102万人
＜平成31年度＞
○年間来訪者数 現状維持

重要業績評価指標（ＫＰＩ）等

○八幡浜市は､水産物や柑橘類など魅力的な特産品を有して
いるとともに､九州と四国西部を連絡する海上交通の要であ
る。
しかし､年間40万人のﾌｪﾘｰ利用者がいるにもかかわらず､殆
どが通過客で､市内へ立ち寄る集客の弱さが課題であった。

○地元関係者や行政が協働し策定した｢八幡浜港振興ビジョ
ン｣に基づき､八幡浜港の整備や､新に交流拠点施設を整備
し､それらの施設を活用して､地域の魅力的な特産品の販売
やイベントの開催などにより集客力を向上させ､交流人口の
増加を図り､｢みなと｣を中心にした地域活性化に取り組む。

事業の背景・概要

【官民協働】
○八幡浜市は､補助金等を活用して､港湾･漁港､緑地､交流
拠点施設､海産物直売所､トイレ､駐車場を整備。

○市が整備した一連の施設を｢みなとオアシス｣として一体的に
NPO法人が運営。

○事業参入者提案審査で
選ばれた民間企業が､
産直･物販･飲食施設を
整備し､アライアンス企業
として設立された民間企業
が運営。

【地域間連携】
○全国各地の｢みなとオアシス｣運営者により組織された｢みな
とオアシス全国協議会｣が実施するグルメイベント｢Ｓｅａ級
グルメ全国大会｣などへの参加による地域活性化への連携。

【専門人材の育成・確保】
○みなとまちづくりの総合的知識を有する｢みなとまちづくりマイ
スター｣が後継者の育成・確保を行う。

先駆性に係る取組（官民協働、地域間連携、政策間連携等）

現在の八幡浜港の様子（H27.5)むかしの八幡浜港
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お問い合わせ先

○コンパクトシティ
【国土交通省本省】
都市局 都市計画課 電話 :03-5253-8409

【地方支分部局】
地方整備局 建政部 都市・住宅整備課
（※）関東、中部、近畿の各地方整備局は都市整備課

北海道開発局は事業振興部 都市住宅課、沖縄総合事務局は開発建設部 建設産業・地方整備課
（※）連絡先の一覧を国土交通省HPに掲載（下記URL）しておりますので、ご参照下さい。

http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_ccpn_000016.html

○公共交通ネットワーク

【国土交通省本省】
総合政策局 公共交通政策部 交通計画課 03-5253-8111（内線54-703、54-708）

交通支援課 03-5253-8111（内線54-806）

○小さな拠点
【国土交通省本省】
国土政策局地方振興課
03-5253-8403（直通）
03-5253-8111（代表）（内線：29543）

○地域の持続可能な物流ネットワークの構築
【国土交通省本省】
物流審議官部門物流政策課企画室
代表：03-5253-8111（内線：53-344） 直通：03-5253-8799

【地方支分部局】
地方運輸局交通・環境部物流課（※）
（※）四国運輸局は環境・物流課、内閣府沖縄総合事務局は総務運航課企画室が担当です。

窓口がご不明な場合は、本省までお問い合わせください。



お問い合わせ先

○地域プラットフォーム
【国土交通省本省】
国土交通省 総合政策局 官民連携政策課 03-5253-8981

○クルーズ船
【国土交通省本省】
国土交通省 港湾局 産業港湾課 03-5253-8672（内線：46-423）


